予算要求資料
平成29年度当初予算　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：スポーツ振興対策費　
	事業名　ホストタウン・スポーツ交流促進事業


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　 　　　　　　　　　　　　　　　　清流の国推進部 地域スポーツ課 スポーツ交流係 電話番号：058-272-1111（内2948）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11172@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　9,347千円   （前年度予算額：　16,984千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	16,984
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	16,984

	要求額
	9,347
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,347

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　・2020東京オリンピック・パラリンピックに向け、自治体と2020年東京オ
リンピック・パラリンピック参加国との国際交流を図るホストタウン構想
着実に進めると平成27年６月の「経済財政運営と改革の基本方針2015」にて閣議決定された。
・平成27年度に、県・高山市・下呂市の共同で飛騨御嶽高原高地トレーニ
ングエリアの活用を核とした交流計画を国に申請し、登録を受けている
・オリパラ参加国との合宿を誘致し、スポーツ教室などのスポーツ交流によ
り、スポーツ振興、国際交流を図るため、海外トップアスリートの事前合
宿の誘致活動を展開する。

　　・スポーツ交流の実施にかかり、海外トップアスリートの合宿を招へいする
必要がある。
（２）事業内容

　・合宿地スポーツ交流促進事業
海外のトップアスリートの合宿誘致及びスポーツ教室
（３）県負担・補助率の考え方

　・「清流の国ぎふ2020プロジェクト」に基づき、県内への積極的な誘致活動を行い、県内地域経済の活性化を図るため県費負担とする。（合宿誘致にかかる経費は特別交付税の財政措置対象）　
＊特別交付税…対象経費の１／２

（４）類似事業の有無
　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	6,972
	合宿招聘・スポーツ教室の委託

	旅費
	2,062
	誘致活動

	その他
	313
	事務消耗品費、電話・郵便代

	合計
	9,347
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）後年度の財政負担

　　・平成25年11月に発足した「清流の国ぎふ2020プロジェクト推進本部」
による推進プロジェクトに基づく事業であるとともに、平成２７年６月の
「経済財政運営と改革の基本方針2015」にて、推進するものと閣議決
定されたものであるため、今後複数年に渡り事業を継続する。
	事業評価調書
□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　2020年東京オリンピック・パラリンピック後も、海外トップアスリートと地域との交流が継続するよう、海外トップアスリートの合宿を積極的に誘致する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	交流件数（累計）
	0回
（H27）
	（H  ）
	（H　）
	0回
（H27）
	7回
（H33）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

米国オリンピック委員会委員らを招へいし、高地トレーニングに関するセミナー及び陸上教室を開催
セミナー参加者数　55名（県内自治体、スポーツ関係団体等）

陸上教室参加者数　46名（飛騨地域中学生）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

セミナーや陸上教室などスポーツを通じた国際交流を図ることができた。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	「清流の国ぎふ2020プロジェクト」に基づいた取組及び、「経済財政運営と改革の基本方針2015」で推進するものと閣議決定されたであり、2020年東京オリンピック・パラリンピックに向けた交流人口の拡大などによる地域経済活性化及び国際交流に向けて、海外トップアスリートの合宿誘致活動を展開する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	・相手国関係者への訪問や視察受け入れを重ね、着実に交流事業を実施している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	・相手国と連絡を密にし、理解を得ながら事業を実施している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　2020年東京オリンピック・パラリンピック開催に向け、相手国と良好な関係を保ち、取り組みを継続する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　「清流の国ぎふ2020プロジェクト」に基づいた取組であるとともに、「経済財政運営と改革の基本方針2015」で閣議決定された推進するものであり、地域への影響も期待できるため、今後も事業を継続する。


